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民法

会計学

鑑定理論（論文）

鑑定理論（演習）　　

配信期限
・アクセス短答 鑑定理論　2015年5月末日まで
・上記以外 2015年8月末日まで

充実の選べる受講メディア
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学習効果がさらにＵＰ！

通学 通信

教室講座 Web通信講座

DVD通信講座

日程表にあわせてＴＡＣに通学していただく学習スタイ
ルです。同じ目標を持った受講生同士で切磋琢磨しな
がら、受験指導のプロである講師から合格するための
秘訣を直接吸収してください。

ブロードバンド環境とパソコンがあれば、配信日以降い
つでもどこでも臨場感あふれる映像と音声で受講するこ
とが可能です。ダウンロードした音声データをお手持ち
のデジタルオーディオプレーヤーに移せば、通勤・通学
などの移動中も学習することができます。さらにメール
で質問できるサポートシステム「i-support」で、学習上
の疑問を解決できます。

教室の生講義を収録したＤＶＤをご自宅にお届けしま
す。高画質・高音質のＤＶＤで、迫力ある講義映像を繰り
返し視聴できます。

※ＤＶＤ通信講座におけるＤＶＤのご視聴には、ＤＶＤ－Ｒ対応プレー
ヤーが必要となります。

※パソコン・ゲーム機器等での再生は動作保証対象外となります。

※お申込み前に必ずTAC WEB SCHOOLの動作環境ページをご確認ください。実際にご受講される
端末からTAC WEB SCHOOL（http://portal.tac-school.co.jp/）にアクセスしていただき、［TAC 
WEB SCHOOL動作環境のご案内］ボタンから、動作環境チェッカーページへお進みください。

音声DLフォロー/Webフォロー

注意事項         
※Ｗｅｂフォローは、お申込み前に必ずTAC WEB SCHOOLの動作環境ページをご確認ください。実際に
ご受講される端末からTAC WEB SCHOOL（http://portal.tac-school.co.jp/）にアクセスしていただき、
［TAC WEB SCHOOL動作環境のご案内］ボタンから、動作環境チェッカーページへお進みください。

※Ｗｅｂフォローは現在受講中のパックコースでのみお申込みいただけます。
※Ｗｅｂフォローには各種割引制度はご利用いただけません（株主優待のみ可）。
※ＴＡＣ各校受付でのお申込み、もしくは通信講座郵送専用申込書に必要事項をご記入の上、郵送にてお
申込みください。お申込みの際、ＴＡＣ不動産鑑定士講座2015年合格目標アクセスコースの会員証を
提示（郵送の場合はコピーを同封）してください。

※問題・解説レジュメ等の教材の発送はございません。アクセスコース受講中のＴＡＣ校舎窓口でお受け取
りください。なお、講義録はＰＤＦにてダウンロード可能です。

アクセスフルパック・アクセスα・アクセスαパック・アクセスβパックをお申込みの方には「音声ＤＬフォロー」が標準装備！お手持ちのデジタルオーディ
オプレーヤーに移せば、通勤・通学などの移動時間も学習可能です。また、別途「Webフォロー（有料）」をお申込みいただくと、インターネットを活用し
たWeb通信講座と同一コースを受講することができます。異なる学習メディアを組み合わせることで、学習効果も飛躍的にアップ！早朝や移動中など、時
間を無駄にせずご自身のスタイルに合わせた学習が可能です。

「Ｗｅｂ通信講座」・「Ｗｅｂフォロー」をお申込みの方限定

利用期限　2015年８月末日まで

アイ・サポート

質問・最新情報はここで確認！  インターネットならではの機能が充実！

●質問メール ●よくある質問

●講座からのお知らせ

いつでもメールで質問できる 疑問はデータベースで調べよう！

最新の試験情報や役立つ情報を得よう！

一般的に多い質問をデータベース化していますので、簡単に検索することができます。

受験生に役立つ試験情報などをWeb上に随時掲載します。

お申込みのパックに含まれる全ての解説講義がフォロー対象！

疑問点や不明点がでてきたら、早めに解決することが大切です。ＴＡＣの
講師・スタッフがわかりやすく丁寧にお答えいたします（質問回数には制
限がございます）。

配信日程はＰ.7をご覧ください。コースNo.・受講料はＰ.8をご覧ください。

2015年合格目標 不動産鑑定士 アクセスコース

｢音声DLフォロー」「Webフォロー」が
解決します！

パック生限定

インターネット上のフォローシステム
『i-support』も利用可能！

インターネット上のフォローシステム
『i-support』も利用可能！
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平成26年の本試験でも

Ａは、自己の事業資金を調達するため、Ｂから３億円の融資を受けることとした
が（以下「本件貸金債権」という｡）、本件貸金債権の担保として、音楽スタジオ
兼ライブハウスの専用建物として使用しているＡ所有の甲建物につき、Ｂのた
めに抵当権（以下「本件抵当権」という｡）を設定し、設定登記が経由された。甲
建物内には取り外しが可能で高価な音響設備（以下「本件音響設備」という｡）
が設置されており、Ｂは本件抵当権の設定に際し、本件音響設備も含めて甲建
物の担保評価を行っていた。ところが、その後Ａは事業不振のため資金繰りに
苦慮するようになり、本件貸金債権を有するＢに対する返済が遅れがちになっ
てきた。
　この事実を前提として、次の設問（1）及び（2）につき、それぞれ論じなさい。な
お、各設問は独立した別個の問である。

（1） Ａは事業資金を捻出するために、仕事上懇意にしているＣに事情を打ち明
けて、Ｂに無断で本件音響設備をＣに売却した。ＣはＡに売買代金を支払
い、Ａ立会いの下で自ら本件音響設備を甲建物から搬出し、自社の倉庫内に
運び入れた。このことを知ったＢは、Ｃに対してどのような請求をすることが
できるか。その可否を含めて論じなさい。

　－略－

　 2014年合格目標アクセスα民法 第4回 
Ａは、Ｂ銀行から貸付を受け、その担保のために、自己の所有する甲土地に抵当権
を設定し、登記を了した。甲土地上には乙建物が立っていた。抵当権設定後、Ａは
甲土地に非常に高価な庭石と石灯ろうを置いて和風庭園を造った。以下の事実が
別々に生じたものとして次の各小問について答えなさい。

（1）　Ａがこの貸付金の返還を怠ったので、Ｂ銀行は抵当権を実行することにし
た。抵当権の効力が及ぶものはどれか。

（2）　Ａは、Ｂ銀行に無断で、石灯ろうを持ち出して、Ｃに売却し、引き渡した。Ｂ銀
行はＣに対して石灯ろうに抵当権の効力が及んでいることを主張できるか。

収益認識等に関する次の問に答えなさい。

（1） 基本的な収益認識基準である実現主義について、その論拠とともに説明し
なさい。

（2） 土地や建物の賃貸契約に係る収益の認識基準について、その論拠とともに
説明しなさい。

（3） 土地の賃貸契約に際し、法人が地主として事業用定期借地権を設定した際
に受領した金銭について、どのように会計処理すべきか説明しなさい。

    2014年合格目標アクセスα会計学 第2回
 問題 1　収益の認識に関する以下の小問に答えなさい。
（2）実現主義の定義を述べ、収益の認識について実現主義が採用される以下の根
拠について説明しなさい。

①客観性と確実性の確保
②資金的裏付けのある利益の計上

一般的要因について、次の問に答えなさい。
（1） 鑑定評価において、なぜ一般的要因を考慮しなければならないか述べなさ
い。

（2） 経済的要因を３つ挙げて、鑑定評価額に与える影響について、それぞれ述べ
なさい。

    2014年合格目標アクセスβ鑑定理論（演習） 第2回

ズバリ
的中！

アクセスコースは

本試験での“的中”を常に
意識した論点抽出
並びに問題作成を行っております。

▲

▲

宅地見込地の鑑定評価に関し、次の問に答えなさい。
（1）依頼者から「宅地見込地として」対象不動産を鑑定評価してほしいという
要請があった場合の留意点について述べなさい。

（2）宅地見込地の鑑定評価の手法を示し、「熟成度に応じて適正に修正する」
方法について説明しなさい。

（3）市街化区域に存する地積が 3,000 ㎡の農地（田）を対象に鑑定評価を行
う場合において、宅地見込地と判定するか否かの判断基準について述べ
なさい。

（4）近年の我が国の人口動態を踏まえ、「都市の外延的発展を促進する要因
の近隣地域に及ぼす影響度」の観点から宅地見込地の鑑定評価を行う際
の留意点を述べなさい。

    2014年合格目標アクセスβ鑑定理論（論文） 第2回
価格形成要因に関する以下の問に答えなさい。
（4） 宅地見込地固有の個別的要因として「熟成度」がある。
　そこで、熟成度を左右する事項の具体例を２つ挙げて簡潔に説明しなさい。

▲

    2014年合格目標アクセスα鑑定理論（論文） 第1回
不動産の価格を形成する要因について次の問に答えなさい。
（1） 不動産の価格を形成する要因とは何か、簡潔に述べなさい。
（2） 一般的要因の定義を述べなさい。また、一般的要因のうち、経済的要因と行政
的要因の具体例を２つずつ挙げなさい。

▲
▲

の
アクセスコース

アクセスフルパック
アクセスα・βパック
アクセスαパック
アクセスβパック

Ｗｅｂ通信講座
35回
30回
20回
10回

質問メールの上限回数 Ｗｅｂフォロー
20回
15回
10回
  5回

▼

※音声DLフォローの方は、質問メールはございません。

標準装備

音声DL標準装備

有料

平成26年本試験　民法　問題2

平成26年本試験　会計学　問題1

平成26年本試験　鑑定理論　問題1

平成26年本試験　鑑定理論　問題4

    2014年合格目標アクセスα会計学 第3回
 問題3　減価償却の定義を述べた上で、減価償却費が非現金支出費用であり、減
価償却の資金留保効果があることを簡潔に説明しなさい。

▲

平成26年本試験　会計学　問題2

（一部抜
粋）

有形固定資産の減価償却について、次の問に答えなさい。

（1） 減価償却の定義及び目的を述べなさい。

（2） 減価償却がもたらす効果を２つ挙げ、それぞれ説明しなさい。

（3） 取得原価 100 万円、残存価額０円、耐用年数５年の機械装置（平成 26 年１
月１日購入）の減価償却を定率法で行う。決算は年１回（12 月末日）、減価償
却計算は毎期末に行う。平成 26 年 12 月 31日から平成 30 年 12 月 31日ま
での毎年計上すべき減価償却費を計算しなさい。

（4） 減価償却の方法を定額法から定率法へ、あるいは定率法から定額法へ変更
する場合に留意すべきことを説明しなさい。


